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＜論  説＞

自然選択のタイプと企業多様性：

内生的経済成長理論の進化論的拡張 *

矢  野  浩  一 †

岡  田  多  恵 ‡

概　要

　本稿では内生的経済成長モデルを拡張し、自然選択の三分類（安定化選択・方向性選択・分

断選択）に基づく企業の参入・退出モデルを構築する。本稿のモデルでは広く知られた内生的

経済成長モデルに企業の適応度を導入し、それに応じて企業の参入・退出・産業間移動が行わ

れる。その際に三分類（安定化選択・方向性選択・分断化選択）それぞれの経済全体の集約生

産性と企業の多様性をシミュレーションする。その結果、安定化選択と方向性選択を用いて企

業の参入・退出が実施された場合、企業の多様性が減少するが、集約生産性が大きく改善される。

それに対して分断選択を用いた場合は企業の多様性が増加するが、集約生産性の改善は小さい。

そのため、安定化選択と方向性選択の方が短期的な集約生産性の向上には向いているが、企業

の多様性が減少するため、将来の環境変化［技術革新、大災害を含めた環境変化、社会の変化

など］ には弱くなるものと考えられる。特に環境が激変した場合の集約生産性の落ち込みは大

きくなると考えられる。それに対して、分断選択は短期的な集約生産性の向上には向いていな

いが、企業の多様性が増加するため、将来的な環境の変化には比較的頑強であると考えられる。

Key Word : Total factor productivity, Entry and exit, Natural selection, Directional selection, Stabilizing 

selection, Disruptive selection, Firm dynamics
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1　はじめに

　進化の発想を経済学に取り入れようとした

先行研究は極めて多く、その代表的例として

Nelson and Winter (1985) などを挙げることがで

きる 1。彼らは進化に倣い企業の自然選択を考

慮に入れた経済成長モデルを構築した。また、

日本経済における企業の自然選択について分析

した Peek and Rosengren (2005), Nishimura et al. 

(2005) などでは 1990 年代に企業の自然選択メ

カニズムが十分に働いていなかったとしてい

る。これらの先行研究では進化の発想を「生産

性の高い企業の企業が生き残り、生産性の低い

企業は淘汰される」と理解している。

　このように社会科学に進化（もしくは自然選

択）の概念を導入しようとする試みは今まで何

度か行われてきた。しかし、それらの試みの多

くには生物学者からは批判を受ける社会ダー

ウィニズムの影響がみられる。たとえば生物

学者である長谷川・長谷川（2000） は、進化生

物学の誤解、曲解の最たるものの一つが、 社会

ダーウィニズムの思想だと指摘している。2  そ

して、彼らは上記の社会ダーウィニズムによる

自然選択に対する誤解の一例としてヘンリー・

フォードの以下のような言葉を引用している：

「潰れる会社を救ってやる必要もないし、適者

生存に負けた貧乏人を救済する必要もない」。

さらに、彼らは、社会ダーウィニズムの誤りを

以下のように指摘している。「第一の間違いは、

進化と進歩を単純に同一視し、『進化』は『進歩』

だと思っていたことでした。また進化は価値と

はまったく無関係の現象で、どのような意味に

おいても先験的な方向性を持つ過程ではありま

せん」。

　つまり、企業の自然選択を「『良い』企業を

残し、『悪い』企業を淘汰する」と解釈するの

は自然選択（もしくは進化）への一面的な理解

であり、「『悪い』企業」が生き残った」からと

言って自然選択が働いていなかったとは言えな

い。また、将来的な環境の変動［技術革新、大

災害を含めた環境変化、社会の変化など］を考

慮に入れれば、現在の優良企業が将来は不良企

業に、現在の不良企業が将来の優良企業になる

可能性もある。これらの長期における分析には

企業の多様性という概念が重要であり、これま

での先行研究にはそれらの視点が欠けているこ

とが多かった。その問題点を解消しようと提案

されたのが本稿の手法である。

　生物学における自然選択とは、環境における

適応度に応じて生物の生存・死亡等が確率的に

決まり、子孫を残す仕組みのことである。つま

りこの仕組みでは適応度が比較的高い個体が比

較的多く、逆に適応が比較的低い個体が比較的

少なく生存し、子孫を残す。この自然選択の発

想は一般的にはチャールズ・ダーウィンの「種

の起源（1859 年）」に始まると考えられている。

　長谷川・長谷川（2000） はダーウィンが考え

た自然選択を「（1）生物の個体間には変異があ

る、（2）変異の中には、個体の生存や繁殖に影

響を及ぼすものがある、（3）そのような変異に

3.3　適応度と産業間移動 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 33

3.4　集約と多様性 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34

4　シミュレーション 34

4.1　設定とアルゴリズム . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 34

4.2　シミュレーション . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 35

5　結論と今後の課題 36

1 Nelson and Winter によるその後の研究の進展は Nelson and Winter (2002) を参照されたい。また、関

連文献としては Jovanovic (1982)、Hopenhayn (1992) がある。
2 さらに彼らはこの社会ダーウィニズムの成立には、ハーバード・スペンサーの考えが大きな影響を

与えた点、そもそも「適者生存」という言葉を作ったのはスペンサーで、ダーウィンでない点を指

摘している。
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は親から子へと遺伝するものがある、（4）生き

残るよりも多くの子供が生まれるので、個体間

には競争が生じる、という 4 つの事実から、よ

り環境に適した性質が集団中に広まっていく過

程」であるとしている。

　日本経済における企業の自然選択について分

析した Peek and Rosengren (2005), Nishimura et 

al. (2005) などでは 1990 年代に企業の自然選択

メカニズムが十分に働いていなかったとしてい

る。これに対し、Okada and Horioka (2008) では、

自然選択には三分類（安定化選択・方向性選択・

分断選択）あり、これらの先行研究の結果から

は方向性選択が働いていなかったことは言えて

も、安定化選択や分断選択が働いていなかった

とは言えず、1990 年代にも企業の分断選択と

しての自然選択メカニズムは働いていた可能性

はあると指摘している。

　自然選択が企業に働いたかどうかをモデル化

するには企業の異質性を考慮に入れる必要が

ある。内生的成長モデルの標準の一つである

Aghion and Howitt (1992) のシュンペーター型内

生的経済成長モデルはそのような企業の異質性

を考慮に入れたという面で我々の研究に出発点

に適している。また、彼らのモデルのイノベー

ションの概念を用いることにより長期の生産性

のモデル化も可能である。そのため、本稿で

は彼らのモデルの発展形である Acemoglu et al. 

(2006)、Aghion et al. (2005) を基盤にモデルを開

発した。さらに本稿は、Okada and Horioka (2008) 
の指摘を発展させ、生物学における自然選択メ

カニズム（安定化選択・方向性選択・分断選択

の三分類）の概念を企業の参入・退出・産業

間移動と多様性に応用する方法とシミュレー

ションを提案する。本稿の手法は、Okada and 

Horioka (2008) に従い、分断選択という経済学

では「忘れられていた」自然選択の一形態を分

析に付け加えることで、より一般的な自然選択

メカニズムの分析フレームワークを提供する。

　本論文の構成は以下の通りである。第 2 節で

自然選択と適応関数の 3 分類について説明す

る。さらに第 3 節で本論文の基本モデルを定式

化し、第 4 節でシミュレーションを行う。最後

に第 5 節で結論と今後の課題を述べる。

2　自然選択と適応関数

2.1　安定化選択・方向性選択・分断選択

　自然選択は、Mather (1955), Mather (1973) で
指摘されたように安定化選択・方向性選択・分

断選択の三つに分類される。

　安定化選択とは、選択が平均的な個体に有利

に働く自然選択の様式であり、最も普通に存在

する。安定化選択は、生物に関したある指標が、

大きすぎる・小さすぎる極端な個体を排除され

る傾向にある選択である。生物学での例として

は、ヒトの出生時の体重と死亡率の関係が挙げ

られる。3 この場合の適応度をプロットすると

図 1 となる。4

　次に、方向性選択とは、最適値が元の場所か

ら移動した場合に出現する選択である。集団平

均は元の位置から新しい最適値に向かって移動

する。生物学の例では、ガラパゴスフィンチの

大きさの変化が挙げられる。5 この場合の適応

度をプロットすると、図 2 になる。
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図 1：適応関数（安定化選択）

3 異常に小さい新生児と異常に大きい新生児で死亡率が高く、さらに最適な出生時体重はほとんど出

生時の平均体重はほとんど出生時の平均体重と一致している。
4 図 1 はベータ分布 (26)（後述）を a = 10, b = 10、図 2 では a = 5, b = 2、図 3 では a = 0.9, b = 0.9 と設

定してプロットした。
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　最後に、分断選択とは、中間的な個体が淘汰

され両極端な個体が有利になる選択で、適応度

の極大値が複数みられる場合である。この場合

の適応度をプロットすると、図 3 になる。

　先述の自然選択の概念を日本の企業の参入・

退出に応用する意義について述べる。類似の

先行研究としては Peek and Rosengren (2005), 
Nishimura et al. (2005) があるが、これらの先行

研究での自然選択の概念は方向性選択に限られ

ている。それ対して、本稿では安定化選択・分

断選択を考慮に入れている点に新規性がある。

3　自然選択と内生的経済成長モデル

　本論文は Acemoglu et al. (2006)、Aghion et al. 

(2005) の内生的経済成長モデルに企業の自然選

択を取り入れたものである。それらの先行研究

に従い、生産性の分析に注力するため、資本を

省略した離散時間の経済を考える。その経済は

i = [1,…, I] の産業に分割されており、それぞ

れの産業 i は（1）連続中間財 vi ∈ (0, li,t) を生

産する企業家 vi が存在する独占的競争市場と

（2）労働者が中間財から最終財を生産する完全

競争市場から構成される。労働者の人口を li,t 

と表し、一人の労働者は企業家 vi と専属契約

（exclusivity contract）を結び、お互いに一対一

対応している。また、中間財市場外に無限に大

きな潜在的参入企業（アウトサイダー）のプー

ルを想定し、それらアウトサイダーは条件次第

（後述）でその市場に参入すると想定する。また、

時間を通じて経済全体での人口は L に固定さ

れていると仮定する。

　Aghion and Howitt (2005), Aghion et al. (2005) 
等に従い、企業家・労働者は毎期生まれ 1 期の

み生存すると仮定する。企業家 vi は企業にお

ける生産と投資の決定を行い、期末に企業の利

益を最大化し、利益を消費する。さらに企業家

vi は 1 単位の最終財を 1 単位の中間財 vi に変

換する技術を有し、その生産技術は企業内で世
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図 2：適応関数（方向性選択）

5 1977 年の大干ばつによって、食料が減少すると小さな個体の死亡率が高まり、数年間で集団の体の

サイズが大型化した。くちばしも細長くなる方向に変化した
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図 3：適応関数（分断選択）
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図 4：企業の分布（分断選択の場合）
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代をまたがって継承される王朝モデルを仮定す

る。また、労働者は 1 に規格化された労働を非

弾力的に供給し、期末に消費を最大化する。な

お、労働者と企業の専属契約は世代をまたがっ

て継承されると仮定する（王朝モデル）。その

ため、最終財市場での労働力は労働力人口 li,t 

に等しい。

　以下ではまず各産業 i における設定を行い、

各企業の生産性とイノベーション投資を定式化

し、その上で企業の参入・退出をモデル化する。

次に適応度と企業の自然選択アルゴリズムを定

式化する。そして最後に経済の集約量と企業の

多様性を定義する。

3.1　イノベーションと参入・退出

3.1.1　技術フロンティアとイノベーション

　本節では Acemoglu et al. (2006) で提案された

「技術フロンティア（technology frontier）」を産

業 i に導入し、それを基準に中間財企業 vi の生

産性を定式化する。さらに企業のイノベーショ

ン投資と企業の参入・退出をモデル化する。最

後に適用度に応じた企業の産業間移動を定式化

する。

　技術フロンティアとは「産業 i における t 期

の最高の技術水準 Āi,t > 0」であり、外生的変

化率 0 ≤ gi,t ≤ 1 に依存して時間発展する。

（1）

　技術フロンティアを使って産業 i 内の中間財

企業 vi の生産性は定式化できる。中間財企業

vi は、t 期の期初（t-1 期の期末に等しい）の

生産性に応じて 2 つに分類されるものと仮定す

る。

　1. 先進企業：高生産性 Ai,t-1(vi) = Āi,t-1 を保

有する企業

　2. 後進企業：低生産性 Ai,t-1(vi) = Āi,t-2 を保

有する企業

この分類は期初に先進企業は（前期末の）技術

フロンティアに等しい技術力を有し、後進企業

は技術のスピルオーバーにより最低でも Āi,t-2

の技術力は有することを意味している（後述）。

Āi,t = (1 + gi,t−1)Āi,t−1

図 5：民間部門の構造
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　先進企業と後進企業は生産計画を決める前

に、イノベーション投資（生産性を向上させる

ための投資）を実行できる。Aghion et al. (2005) 
に従い、このイノベーション投資は zi,t の成功

確率を持ち、投資コスト ci,t(vi) は成功確率と生

産性で以下のように決まると仮定する。

（2）

投資が成功した場合、先進企業は t 期の技術フ

ロンティアに等しい生産性を獲得し、後進企業

は t-1 期の技術フロンティアに等しい生産性を

獲得する。それに対して投資が成功しなかった

場合、企業の生産性は初期状態（期初）のまま

で生産を行う。つまり、イノベーション投資

実行後の企業の生産性は以下の 4 つに分類でき

る。

　1. 先進企業（投資に成功）：Ai,t(vi) = Āi,t

　2. 先進企業（投資に失敗）：Ai,t(vi) = Āi,t-1

　3. 後進企業（投資に成功）：Ai,t(vi) = Āi,t-1

　4. 後進企業（投資に失敗）：Ai,t(vi) = Āi,t-2

　さらに産業 i の中間財企業 vi はアウトサイド

企業（アウトサイダー）との競争にさらされて

いると仮定する。条件次第でアウトサイダーは

中間財企 vi が存在する中間財市場 vi に参入し、

中間財企業の収益をすべて奪う。

　アウトサイダーは中間財企業のイノベーショ

ン投資の結果を観測し、中間財市場に参入する

かを判断する。t 期のアウトサイダーに課され

る条件は以下のようなものである。

● アウトサイダーは期初に生まれ、1 期のみ

生存し、その期末に利益のすべてを消費す

る

● アウトサイダーは中間財企業 viのイノベー

ション投資の成否を観測した後に中間財市

場に参入するかどうかを決めることができ

る

● アウトサイダーは（1）市場の外に留まり

参入を見合わせる、（2）政府に固定費用 ζi

を支払い、確率 μi で中間財市場で販売を

行う許可を得る、という 2 つの戦略を取る

ことができる

● アウトサイダーは全産業で最大の技術フロ

ンティア max (Ā1,t,…, Āi,t,…, ĀI,t) に等し

い生産性を有するが、ある産業 i に参入し

た時には、その産業の技術フロンティア

Āi,t に制約される

● アウトサイダーは自分より低生産性の企業

と競争する場合、完全に市場を奪い、中間

財企業の利潤はゼロになる。逆に自分と同

じ生産性（中間財企業が技術フロンティア

に等しい生産性）を有する場合はベルトラ

ン競争が起こり、双方の企業の利潤はゼロ

となる。

　以上の条件からアウトサイダーの市場への参

入は中間財企業の期初の生産性とイノベーショ

ン投資の成否に依存して決まると分かる。まず、

先進企業がイノベーション投資に成功した場合

はアウトサイダーは市場に参入しない。なぜな

ら双方ともに技術フロンティアに等しい生産性

を有するためベルトラン競争により双方の利潤

がゼロになるためである。先進企業がイノベー

ション投資に失敗した場合にはアウトサイダー

は市場に参入する。なぜならアウトサイダーの

生産性が先進企業の生産性を上回るからである

（図 6 参照）。また、後進企業の場合、イノベー

ション投資の成否と関係なくアウトサイダーは

市場に参入する（図 7 参照）。

　ここまでの条件から先進企業と後進企業のイ

ノベーション投資に関する最適化問題を解くこ

とができる。まず、産業 i の先進企業 vi は (2) 
を所与とした場合、以下の期待生産性を最大化

するように成功確率を za,i,t を決定すると仮定

する。

（3）

ただし、0 < γ ≤ 1 は企業の割引率である。その

結果、先進企業の成功確率は以下のように決定

ci,t(νi) =
1
2
(zi,t)

2
Ai,t−j(νi), j = {1, 2}

max
{za,i,t}

{
γ
[
za,i,tĀi,t + (1 − za,i,t)(1 − μi)

Āi,t−1

] − 1
2
(za,i,t)

2
Āi,t−1

}
,
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される。

（4）

この結果は t-1 期の技術フロンティアの成長率

gi,t-1 の増加とアウトサイダー参入確率 μi の増

加がイノベーション投資を促進することを示し

ている。

　次に産業 i の後進企業 vi は以下の期待生産性

を最大化するように成功確率 zb,i,t を決定する

と仮定する。

（5）

その結果、後進企業の成功確率は以下のように

決定される。

（6）

この結果は t-2 期の技術フロンティアの成長

率 gi,t-2 の増加がイノベーション投資を促進し、

アウトサイダー参入確率 μi の増加がイノベー

ション投資を抑制することを示している。

3.1.2　参入・退出と企業ダイナミクス

　産業 i における企業の参入・退出と企業ダイ

ナミクス（先進企業・後進企業の比率の時間変

化）を定義する。

　本論文における参入・退出のメカニズムはア

ウトサイダーの参入と既存企業の退出によって

定式化される。前述のとおり t 期にアウトサイ

ダーに市場を奪われた中間財企業 vi の利潤は

ゼロになる。そのため、労働者に賃金を払えず、

当該企業は市場から退出する。そして、t + 1 

期から（t 期の）アウトサイダーが中間財企業

vi として活動を継続する。参入・退出について

まとめると以下の通りである。

1. t 期に先進企業が投資の成功した場合、t 

+ 1 期に先進企業として活動を始める

2. それ以外の企業は t + 1 期になると Āi,t-1 

の生産性を有する後進企業として活動を

始める（これは投資に失敗した企業も技

術のスピルオーバーにより技術力が自動

的にアップグレードされることを仮定し

ている）

3. ただし、t 期にアウトサイダーに市場を

奪われた中間財企業 vi の利潤はゼロにな

り、退出する。その代わりにアウトサイ

ダーが t + 1 期から先進企業として活動を

続ける。

そのため、t 期の期初に産業 i に占める先進

企業の割合を ai,t、後進企業の割合を bi,t(= 

1-ai,t)、t 期の期末の先進企業の割合を a' i,t、後

進企業の割合を b' i,t(= 1-a' i,t)、とするとそれら

のダイナミクスは以下のように表される。

（7）

定常状態での先進企業・後進企業の比率をそれ

ぞれ ai*、bi* と表す。

（8）

za,i,t = γ(gi,t−1 + μi), 0 ≤ gi,t−1 + μi ≤ 1

図 6：先進企業のイノベーション投資

max
{zb,i,t}

{
γ
[
zb,i,t(1 − μi)Āi,t−1 + (1 − zb,i,t)

(1 − μi)Āi,t−2

] − 1
2
(zb,i,t)

2
Āi,t−2

}
,

zb,i,t = γgi,t−2(1 − μi)
a′i,t+1 = za,i,tai,t + μi(1 − za,i,t)ai,t + μibi,t

bi,t = 1 − ai,t

b′i,t = 1 − a′i,t

a∗i =
μi

1 − za,i,t(1 − μi)

b∗i =
(1 − μi)(1 − za,i,t)
1 − za,i,t(1 − μi)
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3.2　生産

3.2.1　最終財市場

　産業 i では t 期に最終財市場で最終財 yi,t が

以下の技術を用いて生産される（先述の通り最

終財市場は完全競争市場であると仮定する）。

（9）

ここで xi,t(vi) は産業 i の中間財 vi の量、Ai,t(vi)
は産業 i における中間財 vi に対する生産性、li,t 

は産業 i における労働人口であり、α ∈ (0, 1) 
は定数である。また最終財は、消費、中間財製

造過程への投入、イノベーションへの投資に用

いられる（以後、最終財をニュメレールとして

用いる）。さらに経済全体での人口は L に固定

されているため、以下の関係が成り立つ。

（10）

3.2.2　中間財市場

　中間財市場 vi では、ただ一人の企業家 vi が

最も高い生産性を有し、独占者として活動し、

独占利益を享受する。さらにその独占企業家は

1 単位の最終財を 1 単位の中間財に変換する技

術を有する。また、その中間財市場には競争的

周縁（competitive fringe）が存在し、独占企業

家の技術を盗み同じ中間財の生産を行うことが

できる。ただし、競争的周縁は（独占企業家抜

きで生産が可能である代わりに）生産により高

いコストを要する。つまり、1 単位の中間財を

生産するために χi 単位の最終財を必要とする

（ただし、1 < χi ≤ 1/α）。

　パラメーター χi は市場がどの程度競争的で

あるかを表す指標である。χi が小さい場合、

市場はより競争的であり、大きい場合は競争的

ではないことを意味する。まず、χi > 1 である

ことは競争的周縁は独占企業に対して生産性で

劣ることを意味する。それに対して χi ≤ 1/αで

あることは独占企業家の（競争的周縁の参入を

妨げる）価格付けが十分に小さいことを意味す

る。以上の考察から独占企業家は自らの生産物

の価格を競争的周縁の限界費用に等しく設定す

る。

（11）

次に最終財市場が完全競争市場であることか

ら、独占企業家 vi は以下の逆需要関数に直面

する。

（12）

式 (11), (12), を用いて均衡需要 xi,t(vi) は以下の

ように算出される。6

（13）

図 7：後進企業のイノベーション投資

yi,t =
1
α

(li,t)
1−α

[∫ li,t

0

{
Ai,t(νi)

}1−α

{
xi,t(νi)

}α
dνi

]
,

L =
I∑
1

li,t

pi,t(νi) = χi

pi,t(νi) =
(Ai,t(νi)li,t

xi,t(νi)

)1−α

xi,t(νi) = χ
− 1

1−α

i Ai,t(νi)li,t
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さらに独占企業家 vi の均衡利潤は以下のよう

に決定される。

（14）

（15）

（16）

ここで δi = (χi-1)χi
-1/(1-α) である。

3.3　適応度と産業間移動

　t 期に産業 i に新規参入したアウトサイダー

は、期末に他産業 i' , (i ≠ i') に移動して t+1 期

から他産業 i' で活動することができる。なぜ

なら式（16） から分かるように、アウトサイダー

は技術フロンティアがより高い産業へ移動する

ことでより大きな均衡利潤を得ることができる

からである。アウトサイダーは参入前は全産業

で最大の技術フロンティアに等しい生産性を有

していたことに留意されたい。

　アウトサイダーの流入が流出より多い場合

は、当該産業の企業家数は増加し、逆の場合は

当該産業の企業家数は減少する。アウトサイ

ダーが流入・流出を行う理由は、アウトサイダー

は本来は全産業において最高の技術フロンティ

アに等しい生産性を有するにも関わらす、自分

が参入可能な産業の技術フロンティアがそれよ

りも低い場合、自分の本来の生産性よりも低い

状態に甘んじることになるためである。つまり、

参入した産業の技術フロンティアが自分の生産

性よりも低い場合、アウトサイダーは技術フ

ロンティアがより高い産業に移動するインセン

ティブを有する。また、アウトサイダーの移動

と同時に専属契約を結ぶ労働者も移動する。な

ぜなら労働者も賃金の増加が見込めるからであ

る。なお、言うまでもなく期末にアウトサイダー

が移動することにより産業全体の規模が変化す

る。

　第一に期末にアウトサイダーが自由に移動で

きる場合、アウトサイダーは最も技術フロン

ティアが高い産業に集合する。それは先述のよ

うにアウトサイダーはその場合に最も大きな利

潤を得ることができるためである。この場合、

当然のことであるが、最も技術フロンティアが

高い産業に企業家が集まってしまい、数期後に

は他の産業では企業家は極少数になるかゼロに

なる。他産業での企業家数がゼロになった時、

経済の集約生産性は最も高くなる。

　しかし、アウトサイダーが自由に移動できる

ケースと異なり、参入したアウトサイダーの産

業間の移動に摩擦を想定することも可能であ

る。たとえば、（技術フロンティアとは関係な

く）政府が産業 i のアウトサイダーが産業 i'  へ
移動することを割り当てる、もしくは逆に制限

するケースである。この場合、最も技術フロン

ティアが高い産業に企業家が集まることが妨げ

られ、数期後に他の産業にも企業家が残存する

ことになる。この場合は経済の集約生産性は最

大にならない。

　これらのケースを包括的に検討するため、本

論文では t 期末の各アウトサイダーの産業間移

動は適応度によって決まると仮定する。つま

り、適応度の定義を一般的に行うことにより最

初のケースも第二のケースも検討できるように

する。7 一般化のため、産業 i に固有の適応度 fi 

を割り当て、t 期に参入したアウトサイダーは

期末にその適応度に応じて産業毎に政府によっ

て非復元抽出されることにより産業を移動する

と想定する。たとえば、t 期に産業 i に参入し

たアウトサイダーが非復元抽出により産業 j で

選択された場合、アウトサイダーは政府によっ

て産業 i から産業 j への移動を割り当てられた

ことを意味する。さらに様々なパターンの fi 

を想定することによりアウトサイダー（それら

は最も生産性が高い企業である）が経済全体の

生産性を最大化するように配置や最大化しない

πi,t(νi) = [ pi,t(νi) − 1 ]xi,t(νi)

= (χi − 1)χ
− 1

1−α

i Ai,t(νi)li,t

= δiAi,t(νi)li,t

6 なお、(13) を産業 i 内の先進企業、後進企業、アウトサイダー毎に集計することで、それぞれが産

業 i 内でどの程度の市場占有率を有するかを計算することができる。
7 なお、言うまでもないことだが、アウトサイダーが産業間移動することにより、期末に産業毎の規

模は変化する。
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配置などを分析できる。このようにより一般的

に適応度 fi を定式化する理由は、すでにイン

トロダクションで述べたように 1990 年代の日

本では必ずしも比較的生産性の高い企業が生き

残ったとは言い切れないためである。つまり、

適応度をより一般的に定式化することにより産

業間の移動に摩擦のある場合・ない場合の双方

の分析が可能になる。

　なお、適応度 fi は非復元抽出の確率に用い

るため、以下の条件を満たすと仮定する。

（17）

3.4　集約と多様性

　以上で産業 i における定式化が終わったた

め、経済全体の集約量と企業の多様性について

考える。

　まず、式 (9), (13) を用いて産業 i の総産出は

以下のように得られる。

（18）

ここで Ai,t は産業 i の平均生産性を表し、以下

のように定義する。

（19）

賃金 wi,t は労働の限界生産性に等しくなるため

（20）

　さらに産業 i における純産出 yi,t
net は最終財

yi,t から中間生産物として使用された中間財を

割り引いたものとして定義される。

（21）

　また、経済の集約産出と集約生産性は以下の

積分で定義される。

（22）

（23）

　さらに経済全体の技術成長率（集約生産性の

成長率）は

（24）

　経済の集約生産性と企業の多様性は参入・退

出以前と以後では異なるはずである。集約生産

性の変化を調べることで、企業の自然選択が経

済全体に及ぼす影響を評価することができる。

企業の多様性はシャノン指数（シャノン・エン

トロピー）を用いて評価することができる。8

（25）

ここで pi = li / Lである。

4　シミュレーション

　第 3 節で提案したモデルをモンテカルロ法を

用いてシミュレーションする。

4.1　設定とアルゴリズム

　本論文のモデルで最も重要な要素は安定化選

択・方向性選択・分断性選択を表す適応度関数

である。シミュレーションでは適応度関数を

ベータ分布を用いて近似する（確率密度関数は

式（26） で与えられる）。

fi > 0,
I∑

i=1

fi = 1, i = {1, · · · , I}

8 シャノン指数は情報量を表すために Shannon (1948) によって導入された。この指数は生態学におい

て多様性を示す指標（多様性指数）として使われることが多い。生態学における多様性指数の近年

の動向については Tuomisto (2010) を参照されたい。

yi,t =
1
α

(li,t)
1−α

[∫ li,t

0

{
Ai,t(νi)

}1−α

{
χ
− 1

1−α

i Ai,t(νi)li,t
}α

dνi

]
,

=
1
α

χ
− α

1−α

i Ai,tli,t

wi,t =
1
α

χ
− α

1−α

i Ai,t

ynet
i,t = yi,t −

∫ li,t

0

xi,t(ν)dν

Y all
t =

∫
Yi,tdi

Aall
t =

∫
Ai,tdi

gall
t = log

( Aall
t

Aall
t−1

)

H ′ = −
I∑

i=1

pi log pi

Ai,t ≡ Ai,t(νi)dνi.

∫ li,t

0
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（26）

シミュレーションに際しては、安定化選択では

a = 10, b = 10、方向性選択では a = 5, b = 2」、分

断性選択では a = 0.9, b = 0.9 を採用した（図 1, 

2, 3 を参照されたい）。さらに、産業数は 100、

1 産業における初期の企業数は 10000 で固定

したまた、シミュレーションは 10 期間実施し

た。各産業のグロスの技術成長率は第 1 産業

を 1.0%、第 100 産業を 3.0% とし、第 2 産業か

ら第 99 産業までは 1.0% から 3.0% までの値を

0.02% ずつ増加させて定めた。これはアメリカ

等の先進国の技術進歩率の平均値 2.0% 程度で

ある点を参考に定めた。その他のパラメーター

は表 1 に示す。

表 1: シミュレーション結果

シミュレーション手順をまとめると以下の通

りである。

（1） 初期パラメーター・配列等を設定する

（2） 先進企業は式（4）、後進企業は（6） で

イノベーション投資の成功確率を決定す

る

（3） 3.1.2 節に従い、アウトサイダー企業が

参入を決定する

（4） 3.3 節に従い、アウトサイダーの産業間

移動を行う

（5） 式（23） で自然選択後の集約生産性を計

算する

（6） 式（25） で自然選択後の企業多様性を計

算する

f(x; a, b) =
Γ(a + b)
Γ(a)Γ(b)

xa−1(1 − x)b−1

4.2　シミュレーション

　安定化選択でのシミュレーション結果を図 8 

に示す。図 8 左パネルは多様性の変化を示して

いる。これは多様性が 4.6 程度から時間の経過

に従って 3.8 程度まで低下していることを示し

ている。また図 8 右パネルは第 10 期における

第 1 産業から第 100 産業までの企業分布を示し

ており、アウトサイダー企業が適応度関数に

従って移動した結果である。図 8 の右パネルか

ら平均的な生産性の産業に企業が集合し、高生

産性産業と低生産性産業には極めて企業数が少

なくなっていることが分かるが、これは安定化

選択の特徴である。左パネルの多様性の現象は

この安定化選択の特徴に従ったもので、初期状

態と比較すると多様性が低下することが分か

る。

　方向性選択でのシミュレーション結果を図 9 

に示す。図 9 左パネルは多様性の変化を示し、

右パネルは第 10 期における第 1 産業から第

100 産業までの企業分布を示している。左パネ

ルの結果から多様性が 4.6 程度から時間の経過

に従って 4.0 程度まで低下していることが分か

る。また左パネルは企業分布がより生産性の高

い企業に偏っているが、これは方向性選択の特

徴である。言うまでもなく経済の集約生産性は、

安定化選択・分断性選択と比較して最も大きく

なる。経済学で「企業の自然選択」として想定

されているのはこの方向性選択である。

　分断性選択でのシミュレーション結果を図

10 に示す。図 10 左パネルは多様性の変化を示

し、右パネルは第 10 期における第 1 産業から

第 100 産業までの企業分布を示している。左パ

ネルの結果から時間が経過しても多様性が 4.6 

付近から低下しないことが分かる。また左パネ

ルは企業分布が第 1 産業から第 100 産業まで広

く分布しているが、これは分断性選択の特徴で

ある。つまり分断性選択では企業の多様性が失

われず、将来的な環境変化に強くなると考えら

れるが、逆に安定化選択や方向性選択と比較し

て集約生産性は低くなる傾向がある。

　上記の結果から、安定化選択と方向性選択の

方が短期的な集約生産性の向上には向いている

パラメーター 値

シミュレーション期間 10
産業数 100

企業数（1 産業） 10000
α 0.3
γ 0.99
μ 0.5
χ 1.5
Āi,0 1

初期の先進企業の割合 0.6
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が、企業の多様性が減少するため、将来的な長

期の環境の変化には弱くなるものと考えられ

る。特に環境が激変した場合の集約生産性の落

ち込みは大きくなると考えられる。それに対し

て、分断選択は短期的な集約生産性の大幅な向

上には向いていないが、企業の多様性が増加す

るため、将来的な長期の環境の変化には比較的

頑強であると考えられる。

5　結論と今後の課題

　本稿では内生的経済成長モデルを拡張し、自

然選択の三分類（安定化選択・方向性選択・分

断選択）に基づく企業の参入・退出・産業間移

動モデルを構築した。本稿のモデルでは広く知

られた内生的経済成長モデルに企業の適応度を

導入し、それに応じて企業の産業間移動が行わ

れる。その際に三分類（安定化選択・方向性選

択・分断化選択）それぞれの経済全体の集約生

産性と企業の多様性をシミュレーションした。
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図 8：安定化選択：多様性と企業分布
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シミュレーションの結果、以下のような結果が

得られた。

1.  安定化選択と方向性選択を用いて企業の

産業間移動が実施された場合、企業の多

様性が減少するが、集約生産性が大きく

改善される。

2.  それに対して分断選択を用いた場合は企

業の多様性が増加するが、集約生産性の

改善は小さい。

この結果は自然選択の方式によって集約生産性

（経済全体の生産性）の向上と企業の多様性は

異なることを意味している。また、本稿の結果

は以下のことを示唆している。

1.  安定化選択と方向性選択は短期の集約生

産性の向上に優れているが、企業の多様

性が低下するために環境の変動には比較

的弱い

2.  それに対して分断選択は短期の集約生産

性の向上は小さいが、企業の多様性が増

加するために環境の変動には比較的強い

このように自然選択の方式によって長期と短期

のメリット・デメリットが異なる。

　今後は、Okada and Horioka (2008) を踏まえて、

日本企業のデータを用いた実証分析を行い、実

際に分断選択が観測されるかどうかを確認す

る。特に 1990 年代に発生した金融機関から企

業に対する貸し渋り・追い貸しが同時に起こっ

たとすれば、分断選択でモデル化可能であると

考えられる。9 また、その上で本稿での手法と

実証分析を統合した分析を行う予定である。
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